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購買状態に応じたサービス提供を目指し，優良顧客に  

はより手厚いサービスを行うことによって顧客を維持  

し売上を伸ばすことが目的であった．例えば累積購買  

金額により優良顧客を特定し，その顧客に対してダイ  

レクト・メール（DM）発送するといった場合に活用  

されている［6］．   

しかし，多くの小売業では，このような購買金額や  

来店回数といった計数値による顧客選別が行われてい  

るに過ぎず，購買品目やその利用日的といった，顧客  

の購買意識まで踏み込んだ分析はあまり行われていな  

しヽ   

本論文では，百貨店のポイントカード・データから  

買い回り行動を分析することにより，百貨店における  

顧客の購買行動分析を行う．さらに分析結果をDM  

発送に応用することにより，これまでのように顧客に  

共通のDMを送るのではなく，対象顧客を特定しそ  

の顧客の購買促進を強化するようなDMの内容の提  

案を試みる．  

2．顧客の分類とターゲットの決定  

本論文で使用するデータ1について，購買金額と顧  

客のパレート分析を行ったところ，購買金額で上位  

20％の顧客の売上合計が売上全体の80％を超えてお  

り，パレー トの法則が支持された．また，1年間の累  

積購買金額が100万円を境に一人当たりの購買金額に  

大きな変化が見られるため，100万円を一つの区切り  

とし，上位2別の顧客を次の三つの顧客グループに分  

類する．  

・超優良顧客：年間の購買金額が上位10％以内の  

1． はじめに  

バブル崩壊後から続く不況による消費の低迷や，デ  

ィスカウント・ストアや専門小売店の躍進といった小  

売業態の多様化により，旧来からの百貨店の経営は厳  

しい状況にある．   

小売業では「売上の8割は2割の顧客から得られ  

る」というパレートの法則［3］が当てはまると言われ  

ており，既存顧客を維持・育成することは顧客を新規  

開拓するよりもコスト面や生涯佃値の面から見ても重  

要である［7］．「5％の顧客離れを阻止すれば最低でも  

利益が25％改善される」という報告もあり［1］，小売  

業において既存顧客の維持がいかに重要であるかが裏  

付けられている．また，生活形態の多様化などにより，  

単一のサービスによってすべての顧客のニーズに応え  

ることが困難になってきたため，顧客の晴好や生活形  

態に合わせた綿密な顧客戦略が必要となる．ポイント  

カード・データに代表されるID付POSデータは，  

顧客とその購買データの蓄積を可能にし，データベー  

ス・マーケテイング［5］を急速に広めた．ID付POS  

データは，カード会員の購買行動の履歴を分析できる  

ものとして，現在では広く普及しており，ID付POS  

データの収集と活用が多くの小売業で行われている．  

ポイントカード・データは，本来顧客の購買履歴から  

●  

●  
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1本論文で使用したデータは平成14年度データ解析コン  

ペティション（日本OR学会マーケテイング・データ解析  

研究会など共催）で提供されたある百貨店のポイントカー  

ド・データによる1年間のID付POSデータであり，そ  

のうち18歳以上85歳未満の顧客を対象とする．また，商  

品の特定できない「催事」や，「購入部門不明」のデータ  

は除外した．  
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顧客のうち，100万円以上の顧客  

・優良顧客：年間の購買金額が上位10％以内の  

顧客のうち，100万円未満の顧客  

・準優良顧客：年間の購買金額が上位10％を超え  

20％までの顧客   

顧客グループごとの年代別人数の割合を表1に示す．  

表1の各顧客グループの年代別割合を見ると，優良度  

が低くなるにつれて10代から30代の顧客の人数が増  

加する．したがって，今後，優良・準優良顧客を超優  

良顧客に成長させることができれば，今後購買金額の  

増加が見込めると思われる．また，超優良顧客には  

50代，60代の顧客の割合が多いことから見ても，若  

い世代の超優良顧客の定着を図れば今後長期にわたり  

購買金額の高い顧客として定着することが期待される．  

これらの理由より，本論文では今後顧客維持戦略の中  

心的な存在となるであろう10代から30代の顧客にタ  

ーゲットを絞る．   

また，超優良，優良，準優良顧客（対象顧客）の男  

性の総数が6，640人（対象顧客全体の10％）であり，  

そのうち女性もの（婦人服，婦人用品，婦人服飾）の  

購買があった顧客の人数が6，027人であった．つまり，  

対象顧客の男性カード会員の90％が女性ものを購買  

していることが分かる．対象顧客の男性カード会員の  

購買履歴はほとんどが女性ものであることより，男性  

カード会員自身がカードを使用していると言い切れな  

い．したがって，男性会員は分析から除き，以降では  

10代から30代の女性を分析対象者とする．  

表1顧客グループごとの年代別人数の割合（％）  

3．顧客の購買行動分析  

本節では節2で分類したターゲット顧客グループご  

との購買商品部門や購買頻度に着目．し，顧客の購買行  

動について分析する．   

3．1購買部門に関する分析   

3．1．1クラスタ分析による分類   

購買部門の関係を把握するために，ターゲット全体  

の顧客について各部門の購買があるかないかの0－1デ  

ータ（0：購買なし，1：購買あり）を作成し，クラス  

タ分析を用いて購買部門を分類する．ただし，距離関  

数としてユークリッド距離を用い，ウォード法を採用  

した．   

クラスタ分析の結果から，三つのクラスタを抽出し  

た．各クラスタは表2のようになった．   

各クラスタに含まれる部門をもとに，各クラスタを  

「イベントもの」「家族のもの」「自分のもの」と名づ  

けた．各クラスタの商品に対する購買状況の特徴は次  

のように考えられる．   

イベントもの：単価が高く，日常的には購買されに  

くい部門   

家族のもの ：日常的に購買されやすい部門．また，  

家族をもつ顧客が購買しそうな部門   

自分のもの ：対象顧客である女性が自分のために  

購買するであろう部門   

3．1．2 クラスタ分析を基にした部門グループモデ  

ルの作成   

クラスタ分析の結果をもとに，各グループの購買行  

動を比較するために，共分散構造モデル［2］により分  

析する．図1に示すように，表2の各クラスタの名前  

をもつ音替在因子を導入し，潜在因子間の関係を表すモ  

デルを作成した．このとき，「超優良」「優良」「準優  

良」の三つの母集団について多母集団解析を行った  

［4］．  

表3の1行目に，このモデルの説明力を評価する適  

合度指標（GFI）と修正適合度指標（AGFI）を示す．  

その右の3列は顧客グループごとの「食料品」の偏回  

帰係数である．この値を見ると負値でその絶対値が小  

超優良顧客   優良顧客   準優良顧客   

10代   0．0   0．0   0．02   

20代   0．8   3．9   6．0   

30代   4．7   11．4   15．4   

40代   14．8   17．4   19．2   

50代   31．6   27．4   24．2   

60代   30．1   24．0   20，1   

70代   17．2   14．0   13．2   

80代   0．9   1．9   l．9   

合計   100．0   100．0   100．0   

表2 購買部門クラスタ分析の結果  

クラスタ   部 門   

イベントもの  紳士服，   呉服，  家具，  美術・宝飾品， スポーツ   

家族のもの  紳士用晶， 子供服，   寝装品，   家庭用晶， 趣味雑貨， 食堂   

自分のもの  婦人服，   婦人用品， 婦人服飾， 食料品   
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図1クラスタ分析をもとにした部門グループモデル  

表3 食料品移動前と移動後の説明力と顧客グループごとの「食料品」の偏回帰係数  

GFI   AGFI   超優良   優良   準優良   

移動前   0．963   0．963   －0．29   －0．13   －0．12   

移動後   0．973   0．966   0．51   0．39   0．31   

の」間の係数0．44も比較的高い．「イベントもの」と  

「家族のもの」間の係数は他の二つの係数に比べて比  

較的低いが大きな差はなく，結局超優良顧客はすべて  

の部門グループについて偏りなく併せて購買すると考  

えられる．   

優良顧客については「イベントもの」「家族のもの」  

の間の係数0．97に比べて「自分のもの」「イベントも  

の」間，「自分のもの」「家族のもの」間の計数値は非  

常に小さい．これより，「自分のもの」だけが独立し  

ていることが分かる．つまり，「自分のもの」だけを  

購買する顧客と「イベントもの」と「家族のもの」を  

併せて購買する顧客の二つのパターンに分かれるとい  

える．   

準優良顧客についても優良顧客と同様のことがいえ  

る．また，優良顧客に比べてさらに「イベントもの」  

「家族のもの」間の数値が高く，それ以外の数値が低  

いことから，準優良顧客は優良顧客よりも「自分のも  

の」を独立に購買する傾向が強いことが分かる．この  

ことから「自分のもの」と他の「イベントもの」，も  

しくは「家族のもの」との併買が，現段階ではあまり  

行われていないことが分かる．したがって，この顧客  

群に対しては，今後，「自分のもの」と「イベントも  

の」，もしくは「自分のもの」と「家族のもの」の併  

買を奨めるような戦略が考えられる．  

表4 図1における潜在因子間の共分散の値  

②   ③   

超優良   0．51   0．44   0．35   

優良   O・05   －0．02   0．97   

準優良  －0．18  －0．18   1．26   

さいことから，「食料品」を「自分のもの」クラスタ  

に入れることは好ましくないと判断した．そこで，  

「食料品」を「家族のもの」クラスタに移動して再度  

計算したところ，表3の2行目のようにモデルの説明  

力が上がるのと同時に「食料品」の偏回帰係数もすべ  

てのグループで正の値となり，またその絶対値も大き  

くなった．この結果から，以降では「食料品」を「家  

族のもの」クラスタに移動したモデルについて分析を  

進める．   

図1の潜在因子間の係数①～③までの値を表4に示  

す．   

表4から，超優良顧客については「自分のもの」と  

「イベントもの」間の係数が0．51と最も高くなってお  

り，関係が強いことが分かる．つまり，「自分のもの」  

と「イベントもの」を併せて購買する顧客が多いとい  

える．しかし，超優良顧客は「自分のもの」「イベン  

トもの」間の係数0．51と「自分のもの」「家族のも  
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3．2 潜在因子発見モデルの作成   

節3．1．2より「自分のもの」と「イベントもの」，  

または「自分のもの」と「家族のもの」の併売を促進  

する方がよいという考察が得られた．次に，「自分の  

もの」は「イベントもの」と「家族のもの」どちらと  

組み合わせて購買を促進する方がよいかを分析する．  

この分析のために，顧客属性を考慮するとともに，三  

つの部門グループに対する潜在因子を導入し，共分散  

構造分析を用いて潜在因子発見モデルを作成する．そ  

して，作成したモデルを各顧客グループのデータにつ  

いて分析し，その結果を比較することによって，潜在  

因子の意味を考える．   

図1のモデルは各部門での購買の有無のバイナリ・  

データをもとにした分析である．したがって，顧客の  

購買金額などは考慮されていない．本節では，購買状  

況をさらに分析するために，顧客の購買金額などを含  

めたモデルを考察する．また，前節では各部門の購買  

の有無のみから購買に関する潜在因子を特定したが，  

実際の購買は三つの顧客グループの顧客属性，購買意  

欲が購買に影響を与えていると考えられる．ここでは，  

「購買点数」「年齢」「購買金額」を観測変数に含めた  

共分散構造モデルを構築する．図2にそのモデルを示  

し，表5にモデルの説明力と偏回帰係数のⅠからⅤⅠⅠを  

示す．また表6に各部門間とその滞在国子間の偏回帰  

係数を示す．   

表5より，すべての顧客グループにおいて潜在因子  

間の偏回帰係数は全体的に見ると「自分のもの」（Ⅴ），  

「イベントもの」（VlI）よりも「家族のもの」（ⅤⅠ）が大  

きい．また，優良度が上がると，「自分のもの」の係  

数値が「イベントもの」の値に比べ大きくなっている  

ことが分かる．すなわち，各部門グループ間の滞在国  

子は「購買力」を示している．これは，優良度が高い  

ほど，つまり購買額が高いグループであるほど係数の  

値が大きくなっていることからもうかがえる．また，  

顧客グループ間の係数の差を見ると，「自分のもの」  

「家族のもの」の係数（ⅤとⅤⅠ）が超優良顧客と優良  

顧客，および優良顧客と準優良顧客の差が同様である  

のに対し，「イベントもの」では優良顧客と準優良顧  

客の差が，超優良顧客と優良顧客の係数の差より明ら  

かに大きいことが分かる．このことから，イベントに  

対応して購入する品物については優良度が下がるほど  

購買されにくいと考察される．  

図2i替在因子発見モデル（図中のeは測定の誤差）  

表5 潜在因子発見モデルの説明力と偏回帰係数  

Ⅱ   Ⅲ   Ⅳ   Ⅴ   Ⅵ   Ⅶ   

超優良  0．01   －0．16   0．02   －1．83   0．58   0．88   0．71   

優良   0．82   －0．14   0．04   1，37   0．40   0．67   0．62   

準優良   1．30   －0．15   0．22   1．10   0．24   0．53   0．38   

GFI：0．927 AGFI：0．912  
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表6 図2の各部門偏回帰係数  

婦人服  婦人用晶  婦人服飾  紳士服  紳士用晶   

超優良   0．7S   0．72   0．66   0．02   0．21   

優良   0．46   0．58   0．47   0．01   0．23   

準優良   0．42   0．57   0．38   0．01   0．24  

子供服   呉服   寝装品   家具   家庭用品   

超優良   0．27   0．30   0．27   0．61   0．48   

優良   0．31   0．17   0．31   0．31   0．45   

準優良   0．31   0．12   0．34   0．20   0．46  

美術・宝飾品  趣味雑貨  スポーツ  食料品   食堂   

超優良   0．39   0．55   0．39   0．70   0．40   

優良   0．20   0．58   0．22   0．56   0．45   

準優良   0．13   0．54   0．15   0．45   0．49   

●  
図2のモデルに，「購買点数」「年齢」「購買金額」  

を導入したことによって，各部門の購買の有無だけで  

なく，実際の購買行動を考察することができる．年齢  

の偏回帰係数（ⅠⅠ）が小さいことから，年齢は購買意欲  

と大きく関係しないことが分かる．また，優良顧客と  

準優良顧客は，購買点数の偏回帰係数（Ⅰ）が大きく購  

買金額の偏回帰係数（ⅠⅠⅠ）が小さいことから，単佃が安  

いものを多く購眉していることが確認できる．   

表5の値を見ると◆「超優良顧客」のⅠⅤの絶対値が大  

きいことから「超優良顧客」はこだわりが強いことが  

分かる．逆に，「優良」「準優良顧客」は「超優良顧  

客」に比べ値が小さく，こだわりが低いので，さらな  

る消費を促すことができると考えられる．これは，こ  

だわりが強いということは購買カテゴリが絞られてい  

ることを示すため，他の商品の購買を促すことは難し  

いが，こだわりが低い場合，他の商品の同時購買を促  

すことは，商品が絞られている場合よりもやさしいと  

考えられる．   

また，表6から各部門においての偏回帰係数は，美  

術・宝飾品，趣味・雑貨，食料品以外は，「超優良顧  

客」の値が大きく，「優良顧客」「準優良顧客」と続い  

ている．美術・宝飾品，趣味・雑貨，食料品は，個人  

の趣向がより反映されてしまうことから各グループの  

中でも購買にばらつきがあったと考えられるが，他の  

部門に関しては，優良度が増すほど，「自分のもの」，  

「家族のもの」，「イベントもの」に関する認識は強い．   

また，潜在因子間の係数について測定の不変性に関  

する検討を行う．まず，図2中のⅠⅤ～Vllの係数につい  

て，三つの顧客グループの係数が共通でないモデルに  

2004年2月号  

ついて分析した．次に，Ⅴ－ⅤIlおよびⅠⅤ～ⅤⅠⅠの係数に  

ついてグループ間の不変性を仮定し分析を行った．係  

数が共通でないモデルに対して有効なモデルかどうか  

についてズ2検定を行ったところ，いずれのモデルも  

有意水準5％で棄却された．したがって，潜在因子間  

の係数について不変性は支持されなかった．   

次に，購眉意欲とこだわりの低さの潜在因子との間  

の係数について考察する．各グループで係数の値を比  

較すると，「超優良顧客」のみマイナスの値となって  

いる． ただし，「購買意欲」因子とそれらの観測変数  

間の係数を見ると，「購入点数」と「購入金額」に関  

しては値が小さい．したがって，これらが「購買意  

欲」因子を通して「こだわりの低さ」に与える影響は  

小さい．また，「超優良顧客」はサンプル数が少なく  

また購買点数，購買金額とも非常多いため，その影響  

があると思われる．これらを総合すると，「超優良顧  

客」は，購買点数や購買金額に関係なく，カテゴリ全  

体で多くの購買をしていることと考察される．   

また，「優良顧客」「準優良顧客」では，ⅠⅤの係数は  

優良顧客の方が大きい．また，これら二つの顧客グル  

ープの購入点数および購入金額の係数を見ると，購入  

点数の係数の差が大きいが，これは「イベントもの」  

の係数（ⅤⅠⅠ）の差が大きいとはいえ，主な購買は「自分  

のもの」や「家族のもの」といった，比較的低価格の  

カテゴリであり，それらの購買点数が顧客グループの  

購買行動を決定付けている様子がうかがえる．  

4．DM発送の提案  

節3．1では，購買部門の仲買状況クラスタに対する  
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造分析による購買行動モデルを構築し，将来のプロモ  

ーション戦略に対する考察を行った．本論文では，ポ  

イントカード・データの購買履歴を分析し，優良顧客  

およびその予備群を対象にグループ分けを行い，各グ  

ループの買い回り行動の違いを考慮した分析を行った．  

分析結果から，顧客グループによって購買行動が大き  

く異なることが把握でき，顧客グループごとに適切な  

マーケテイング戦略をとる必要があることが分かった．  

また，DM発送を想定し，分析結果のマーケテイング  

戦略への通用について論じた．   

今後の課題としては，今回は得られなかった家族属  

性やコスト，詳細な店舗情報など，買い回り行動に影  

響を与えるであろう要因を分析に含め，個々の顧客へ  

のアプローチを考察することなどが挙げられる．  

潜在因子間の関係を考察した．また，節3．2の分析結  

果より，「優良顧客」「準優良顧客」に対して購買を促  

進することがよいということが考察された．以上のこ  

とを踏まえて本節では，DM発送に対する示唆を示す．   

優良顧客と準優良顧客では「自分のもの」が他のク  

ラスタと無関係であるので，「自分のもの」と「イベ  

ントもの」または「自分のもの」と「家族のもの」を  

併せて購買してもらうとよいと考えられる．   

ただし，「イベントもの」は単佃も高く，イベント  

時期のみの購買になり頻繁な購買にはつながらない．  

一方，「家族のもの」は単価も安く，こだわりも低い  

ことから，購買を促進しやすいと考えられる．そこで  

「自分のもの」と「家族のもの」を併せた購買に注目  

する．   

以上より，セールやイベントでの個別の売り出し以  

外でのDM発送について，優良顧客・準優良顧客の  

うち「自分のもの」のみを購買する顧客，「自分のも  

の」と「家族のもの」を併せて購買する顧客を対象に  

「自分のもの」と「家族のもの」をあわせた購買を促  

すDMを発送することを提案する．   

この提案をもとに目的に応じた顧客を分類したDM  

発送を行うと，各顧客の購買性向や晴好に合ったDM  

プロモーションの展開が望め，従来の購買履歴のみか  

ら顧客を特定していた場合と比較し，潜在的な顧客の  

発掘にも寄与できるものと思われる．その結果，顧客  

の併買を促進することができ，より多くの購買を期待  

できると考えられる．また，DM発送の対象顧客を限  

定することから，DM作成にかかるコストなどの削減  

が期待され，費用対効果の改善につながる．このよう  

に，各店舗で行う個別の売り出し以外では，顧客を分  

類したDM発送は効率的であると考えられる．  

5．おわりに  

本論文では，顧客の買い回り行動について共分散構  

謝辞 本原稿をまとめるに当たって，日本OR学会マ  
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